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はじめに 

2020年上半期の財務報告が困難であったと言うことは、非常に控えめな表現である。企業は、政

府が義務付けたシャットダウン、サプライチェーンの混乱等に直面した。同時に、従業員がリモート

で勤務している間に、どのように帳簿を締めるかを見出さなければならなかった。 

このニュースレターは、年次または期中のいずれにおいても、今後の財務報告書の最も一般的な

ホット・トピックである可能性が高いものを戦略的に見てみる。これらのトピックに関する会計上の

検討事項の詳細については、IFRS in Focus「新型コロナウイルス感染症に関連する会計上の検

討事項」を参照いただきたい。 

予測 

COVID-19のパンデミックの前例のない性質に関連する不確実性が続いているため、（のれんを

含む）非金融資産の回収可能性を評価し、繰延税金資産（DTA）の回収可能性を判断し、継続企

業として存続する能力を評価するための仮定および見積りを策定することに関連する課題に直面

し続ける可能性が高い。 

COVID-19の効果的な予測には、必要な頻度での再予測が含まれる。頻度は、予測モデルにとっ

て重要とみなされる新しい情報が入手可能となる時期または新しいドライバーが識別される時期

に左右される可能性が高い。V字型の回復の可能性が薄れるにつれて、多くのエコノミストは、U

字型またはW字型の回復の可能性がより高いと考えている。多くの場合、企業は予測プロセスの

一部として異なるシナリオを使用する。 

COVID-19の影響は広範囲であるが、すべての産業および特定の産業内のすべての企業が同様

に影響を受けるとは予想されない。企業に対するパンデミックの影響は、提供する製品およびサー

ビス、サプライチェーン、政府支援の利用可能性、パンデミックに対応して実施している行動、パン

デミックの流行における財務上の強みなどの要因に基づいているかもしれない。さらに、新しい経

済データ、ロックダウンの緩和、継続的な在宅勤務の指令、および消費者の行動および選好など

の進化する要因は、企業の結果に重大な影響を与える可能性が高い。これらのシナリオを区別す

る初期の兆候をモニターすることは、企業が進化する COVID-19ビジネス環境に予測を適応させ

ようとしているため、特に重要である。 

非金融資産の減損（のれんを含む） 

事象および状況の変化が、報告日に資産が減損している可能性を示す場合、（例えば、のれん

および耐用年数が確定できない無形資産等）資産が減損について毎年テストしなければならな

い場合であっても、企業は減損についてのテストが要求される。現在の報告期間において、企業

は、資産の減損についての COVID-19の潜在的な影響を熟考することが期待され、それには広

範な経済指標や、産業、事業の地理的な地域およびパンデミックに対応して実行したまたは実

行を予定した行動のような特定の事実や状況を考慮することが含まれる。企業は、減損につい

注： 本資料は Deloitteの IFRS Global Officeが作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳した

ものです。 

       この日本語版は、読者のご理解の参考までに作成したものであり、原文については英語版

ニュースレターをご参照下さい。 
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て資産をテストする際に、日常的に判断を使用しなければならないが、そのような判断を使用する必要性は、次のように

拡大される。 

• パンデミックがビジネス、消費者の需要、および政府の行動に及ぼす広範な影響（例えば、旅行、在宅指令、政府補助金

の権利に関連する制限の影響のモデル化) 

• 減損についての資産のテストに使用された日付以降に発生した事象および状況の変化の影響 

• 変動性のある期間における市場価値により証明される価値の指標 

企業は、資産の減損の兆候を監視し、特定の事実と状況に基づいて十分に根拠がある判断に到達し、重要な判断および見

積りを開示することが期待される。 

繰延税金資産 

企業は、繰越期限切れになる前に DTA を実現する能力を評価する必要がある。将来の損失の予測を含む、（他の減損分

析の想定値のような）予測利益の調整は、その回収可能性の評価に織り込む必要がある。現在および予測される将来の損

失、特に累積損失または累積損失の予想をもたらす損失は、企業が DTAを使用する能力を著しく損なう可能性があり、し

たがって、DTA の一部または全額の認識を妨げる可能性がある。 

継続企業 

COVID-19によって引き起こされる潜在的な長期にわたる混乱は、財務諸表の発行の承認日まで入手可能な情報を考慮し

て、報告日から少なくとも 12ヶ月間、企業が継続企業として存続できるかどうかについての懸念を生じさせる可能性があ

る。企業は、特に以下の要因を考慮する必要がある。 

• 業績予測の変更 

• 潜在的な流動性および運転資金不足 

• 資金源にアクセスする能力 

• 契約上の義務 

• 製品およびサービスに対する需要の減少 

さらに、経営者は、政府の支援の可能性を含む計画が、ビジネスへの悪影響を軽減できるかどうかを検討しなければならな

い。COVID-19の影響は、特定の業界（例えば、航空会社、旅行、ホスピタリティ）でより大きいかもしれないが、現在の経済

環境は、持続可能なビジネス・モデルを開発し維持する多くの企業の能力を大幅に緊張させた。 

契約上の取決めの変更 

多くの企業は、COVID-19の影響が長期化するという現実に対処する一環として、契約を変更している。COVID-19の流行

のタイミングおよび関連する政府が義務付けたまたは自発的なシャットダウンを考慮すれば、今後の財務諸表は、これらの

変更の影響を反映する最初のものである可能性がある。多くの場合、既存の契約上の取決めの変更は、そのような変更を

将来に向かってまたは変更時に会計処理すべきかについての会計上の疑問を生じさせる。また、変更が(1)新しい契約を表

すかどうか、(2)他の既存の契約に影響を与えるかどうか、および／または(3)将来履行される契約に関連する会計方針に

影響を与えるかどうかなど、契約条件の変更に関連する疑問が生じる。我々は、以下で解説する会計上のトピックに関連す

る契約条件の変更の大幅な増加を観察した。 

リース 

COVID-19をきっかけに、多くの企業が、さまざまなリースの条件（例えば、支払いの時期、支払額、契約期間）を変更して

いる。さらに、IASBは、COVID-19により生じた賃料減免を会計処理する際に、借手に救済措置を提供するためにリース

基準を修正した。このような救済措置の下で、賃料減免がリースの条件変更を表すかどうかを判断するために賃料減免を

評価する代わりに、企業は、適格な賃料減免をリースの条件変更ではないかのように会計処理することを選択することが

できる。リース基準の最近の修正に関するさらなる情報は、IFRS in Focus 「IASBが、COVID-19に関連した賃料減免

（rent concessions）について、IFRS第 16号の修正を最終化」を参照いただきたい。 

さらに、借手は、使用権資産の減損についてテストを行うことが要求される場合がある。 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/articles/ifrs/ifrs-ifrsinfocus-20200529.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/articles/ifrs/ifrs-ifrsinfocus-20200529.html
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収益契約 

一部の企業は、価格譲歩、将来の財またはサービスの購入についての割引、無料の財またはサービス、支払条件の延長、

ロイヤルティ・プログラムの延長、ペナルティなしで契約を終了する機会、購入コミットメントの改訂などの特性を提供すること

で、パンデミックの影響を軽減しようとするかもしれない。 

収益契約に改訂が行われる場合、変更の性質によって報告の結果が大きく異なる可能性がある。企業は、 （ビジネス慣行

および顧客とのコミュニケーションを含む） 契約条件の変更の特定の事実と状況を検討し、そのような変更が 1時点（例え

ば、2020年 6月 30日に終了した報告期間中）またはより長期にわたって当該影響を会計処理するかを判断しなければな

らない。 

ローンの支払条件または債務リストラクチャリング 

COVID-19に関連する流動性についての圧力の継続により、多くの債務リストラクチャリングにつながっている （例えば、満

期日の延長、金利の引下げまたはコベナンツ条件の緩和）。 

貸手および借手は、負債性金融商品の変更が大幅な条件変更を表すかどうかを評価する必要があり、その場合、既存の金

融商品の認識を中止し、公正価値で新しい金融商品が認識され、利得または損失をもたらす。 

貸手はまた、金融資産の条件変更が認識の中止につながらない場合に、どのように条件変更および減損の要求事項を適

用するかについての IFRS第 9号「金融商品」の要求事項を検討する必要がある。 

金融資産の回収可能性 

広範な事業の混乱、財政上の困難および流動性の問題のため、企業は回収可能性の問題を有している可能性がある。以

下で説明するように、回収可能性に関する懸念は、どのくらいのキャッシュが回収されるかを単に見積もることを超えて広が

っている。 

予想信用損失引当金 

経済成長予測の引下げは、多くの借手の債務不履行確率を高め、損失率は、より全般的な資産価格の下落によって明らか

な担保の価値の下落のために増加する可能性がある。 

予想信用損失（ECL）に COVID-19が与える影響は、銀行および他の貸付ビジネスにとって特に困難であり、大きな影響を

及ぼす。IFRS in Focus 「新型コロナウイルス感染症に関連する予想信用損失会計の検討事項」は、COVID-19のパンデミ

ックにより生じる可能性のある ECL についての会計処理に関連する特定の重要な IFRS会計上の考慮事項について説明

している。 

この影響は、非金融企業にとっても大きな影響を及ぼす可能性がある。これは、ECLはローンに適用されるだけでなく、有

利子金融資産に対する多くの投資（例えば、債券）、営業債権、契約資産、リース債権、発行したローン・コミットメントおよび

発行した金融保証契約にも適用されるためである。非金融企業におけるこれらのエクスポージャーの範囲は、グループ内ロ

ーンなどのグループ内取引または他の企業の債務について報告企業が提供する保証のようなグループ内取引のために、

個別の会社の財務諸表においてもより大きくなる可能性がある。 

営業債権と収益認識 

信用リスクまたは取引価格の調整（例えば、価格譲歩、リベート、値引）など、いくつかの理由で金額は回収不能とみなされ

ることがある。信用リスクと取引価格の調整の区別は、回収可能性の分析の全般的な結果（したがって、売掛金の推定価

値）に影響を与えない可能性があるが、そのような金額の表示は、回収可能性の懸念とみなされる基礎となる原因（例え

ば、信用リスク対価格譲歩）に応じて、関連する開示要求と共に大きく異なる可能性がある（すなわち、減損損失対収益の減

額）。 

新規、一部または完全に完了した顧客との契約に関する回収可能性の懸念により、既存および将来の契約について認

識できる収益の金額が制限される可能性がある。さらに、企業は、回収可能性の懸念の結果として、強制力のある契約

が「存在しない」と判断する可能性があり（IFRS第 15号「顧客との契約から生じる収益」で定義される)、契約の下で義務

を充足したとしても、収益を認識することが禁止される。このような場合、収益を認識するタイミングは、契約の下での企業

の履行からのみでなく、現金の受領からも切り離される可能性があるため、企業は収益認識についての要件をさらに評

価する必要がある。 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/finance/articles/ifrs/ifrs-ifrsinfocus-20200331.html
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リストラクチャリング、処分コストおよび政府支援 

パンデミックの長期的な影響により、企業は、政府援助または他の形式の救済を求め、さまざまなリストラクチャリング活動

を検討するなど、事業を維持するための積極的な施策を講じている。 

従業員の退職 

多くの企業がパンデミックに対応して実施した一般的な措置には、既存の解雇計画の条件の実施、一時帰休または一時的

なレイオフの付与、1回限りの従業員の解雇または転勤給付の提供、有給休暇の提供、またはこれらのまたは異なる給付

と制度の組合せが含まれる。このような取決めの具体的な条件に応じて、コストまたは負債が、数報告期間にわたって発生

する、または特有の会計上の課題が発生する可能性がある。財務報告目的で費用が反映される期間は、提供される制度

および給付の種類によって、企業間およびある企業内でも異なる場合がある。 

リストラクチャリングおよび資産処分計画 

パンデミックに対処するために企業が開始した計画には、施設の閉鎖、設備の処分、または建物の売却が含まれる場合が

ある。このような計画は、即時処分または処分時まで部分的な営業を継続する形をとることができるため、コストを認識し、

資産を売却目的保有として表示する時期、認識されるコストの金額、およびそれらのコストの表示に関する質問を提起す

る。これらのいずれも当該活動に関連する特定の事実と状況に依存する。 

政府援助および保険の補償 

COVID-19パンデミックに対応して、多くの法域の政府は、パンデミックに起因する財務上の困難を経験している企業を支援

するための法律を検討しているか、実施している。企業は、（減損分析および継続企業の評価の目的を含め）このような政

府援助を認識する適切な時期を決定し、財務諸表の注記に開示する情報を検討する必要がある。 

企業は、業務停止、イベントの取消し、医療費の増加に関連するコスト、資産の減損または株主訴訟などの行動に対する保

険に加入する場合がある。保険の補償は本質的に不確実であり、重要な見積りを伴う。このタイプの保険カバーについての

補填資産は、その金額ではなく、その存在がほぼ確実である場合に認識される。これは、企業が特定の費用をカバーする

保険を保有していることがほぼ確実である場合、可能性のある回収の範囲がその金額の信頼可能な見積りに到達できる場

合、補填資産を認識することを意味する。 

表示および開示 

判断および見積り 

不確実な時期に報告を行う際には、財務諸表の利用者に対して、現在の不確実性に直面している企業の回復力、および主

要な仮定および財務情報を作成する際に行われた判断を理解するための適切な洞察を提供することが特に重要である。ほ

とんどの企業にとって、予測および他の重要な判断と見積もりの策定に使用されたインプットおよび仮定の議論は、注目の

多い領域である。 

COVID-19のパンデミックがどのように拡大し、経済に与える影響についての、単一の見解はない。この不確実性は、期中

財務報告書を含め、判断、仮定および感応度の見積りの完全な開示の必要性が、通常よりも大幅に重要である。 

純損益の表示 

COVID-19の影響はマクロ経済に対するものであり、すべての企業に影響を与える。現在の環境は前例がないかもしれな

いが、広範で長期的な影響がある可能性が高い一連の事象から世界的に生じるものである。影響の一部は、減損損失やリ

ストラクチャリング計画に関連するものなど、区別できる損失または費用を生じる。しかし、収益の減少および／または営業

が閉鎖または縮小されている間の給与およびその他の費用の継続による企業の収益性の全体的な低下のような、他の影

響もある可能性がある。そのため、企業の業績に対する COVID-19の影響の識別は、恣意的な仮定の使用なしには困難

であるかもしれない。さらに、比較対象期間にこの問題が存在しないことを理由として、COVID-19の影響が起こらなかった

かのように、IFRS財務諸表に業績を表示することは適切ではない。COVID-19の影響を説明するために企業が含めようと

している情報は、財務諸表への注記または他の財務上のコミュニケーションに含めることがより適切である。 

代替的業績指標 

2020年 5月 29日に公表された COVID-19に関する開示の重要性に関する声明において、証券監督者国際機構

（IOSCO）は、以下のとおり言及している。「現在の環境では、発行企業が、潜在的に誤解を招く可能性のない、信頼性が

あり有益な非 GAAP財務指標の要素に注意をはらうことが特に重要である。現在の環境の不確実性を考慮して、発行企

https://www.fsa.go.jp/inter/ios/20200602.html
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業は調整後または代替的利益指標の妥当性を慎重に評価しなければならない。すべての COVID-19の影響が非経常的

なものであるとは限らず、損失または費用を非経常的、稀なまたは異常であると結論付ける経営者の根拠は、限定的であ

る可能性がある（すなわち、すべての COVID-19の影響が非経常的ではない）。これには、COVID-19の影響が貸借対照

表日をまたぐものも含まれる。経営者が、調整額を COVID-19に具体的にどのように関連付けられるかを説明しない場

合、調整が COVID-19に関連するとの説明は誤解を招く可能性がある。例えば、COVID-19に関連しない減損の兆候が

パンデミックの前に存在していた場合、我々は、減損を COVID-19関連のものと特徴づけないよう発行企業に警告する。

さらに、仮定の売上高および／または利益指標（例えば、COVID-19の影響がなかった場合、会社の売上高および/また

は利益は XX%増加したというもの）を非 GAAP財務指標とするのは適切ではない。」 

さらなる情報 

新型コロナウイルス感染症に関連する財務報告の検討事項に関するご質問がある場合は、通常のデロイトの連絡先にご連

絡ください。 

 

デロイト会計リサーチ・ツール（DART）は、会計および財務情報開示資料の包括的なオンライン・ライブラリです。 

iGAAP on DARTでは完全版 IFRS基準へのアクセスが可能であり、以下のリンクがあります。 

• デロイトの最新の iGAAPマニュアル。IFRS基準に基づく財務報告のためのガイダンスを提供しています。 

• IFRS基準に基づいて報告する企業のモデル財務諸表 

DARTへのサブスクリプションを申し込むには、ここをクリックして、アプリケーション・プロセスを開始し、iGAAP パッケー

ジを選択します。 

サブスクリプション・パッケージの価格を含む DART の詳細については、ここをクリック。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://dart.deloitte.com/iGAAP
https://subscriptionservices.deloitte.com/#/plan
https://www2.deloitte.com/global/en/pages/audit/solutions/2019-igaap-on-dart-global.html


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワークのメ

ンバーであるデロイト トーマツ合同会社ならびにそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマ

ツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理

士法人、DT弁護士法人およびデロイト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の総称です。デロ

イト トーマツ グループは、日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞ

れの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリ

ー、税務、法務等を提供しています。また、国内約 30都市以上に 1万名を超える専門家を擁し、多国籍企業や

主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト

（ www.deloitte.com/jp ）をご覧ください。 

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）ならびにそのグローバルネットワーク組織

を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte 

Global”）ならびに各メンバーファームおよびそれらの関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。

DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/about をご覧ください。 

デロイト アジア パシフィック リミテッドは DTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジ

ア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、

アジア パシフィックにおける 100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラル

ンプール、マニラ、メルボルン、大阪、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供して

います。 

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリ

ー、税務およびこれらに関連するプロフェッショナルサービスの分野で世界最大級の規模を有し、150を超える

国・地域にわたるメンバーファームや関係法人のグローバルネットワーク（総称して“デロイトネットワーク”）を通じ

Fortune Global 500®の 8割の企業に対してサービスを提供しています。“Making an impact that matters”を自

らの使命とするデロイトの約 312,000名の専門家については、（ www.deloitte.com ）をご覧ください。 

本資料は、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド、そのメンバーファームあるいはそれぞれの関係法人（総称して

“デロイトネットワーク”）の社員・職員のための、内部限の資料です。その趣旨に反して、本資料を利用して生じる

ことのある損失等に対し、デロイトネットワークの社員・職員の責任に帰するものではありません。 
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